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概要： 
コロナ禍において、リモートワークなど働き方が大きく変容しつつある中、スプロール化し衰退しつつ

ある都市を再活性化し、ひと中心の賑わいを介した持続的に発展可能な都市空間を実現する施策が求めら

れている。本研究では、実際の世帯構成に基づいた都市動態モデルを用いたシミュレーションによって、

その実現ための都市政策の長期に渡る効果とリスクの比較評価を目的とする。対象とする地方都市の合成

人口データに基づき、各世帯や就業就学先、商業施設や公共サービス施設等をマッピングした都市モデル

と、通勤通学や購買行動、転居などを自律的に行う住民エージェントを合成し、都市動態変化を再現可能

な都市動態モデルを構築する。これらに基づき生成された復元人口データを使用して、長野県軽井沢市お

よび新潟県妙高市をモデルとした都市モデルを構築し、新型コロナ感染症の拡大に伴い、観光地としての

感染対策が最重要の課題となった地方観光都市・地域の感染リスク評価推定を行った。その結果、リスク

の低い観光客対策が抽出され、持続可能な賑わい創出施策立案の基礎データ取得につながった。 

 
キーワード: 都市モデル 合成人口データ 感染リスク シミュレーション 

 
 

１．はじめに 

 本研究では、人口減少や高齢化、巨大都市圏への人口集

中が進む中、市街地の衰退が著しい地方都市の代表的再活

性化政策である、コンパクトシティへの転換に焦点を当て

る。コロナ禍において、リモートワークなど働き方が大き

く変容しつつある中、スプロール化し衰退しつつある都市

を再活性化し、ひと中心の賑わいを介した持続的に発展可

能な都市空間を実現する施策が求められている。そこで、

実際の世帯構成に基づいた都市動態モデルを用いたシミ

ュレーションによって、その実現ための都市政策の長期に

渡る効果とリスクの比較評価を目的とする。自律的な住民

の行動を、強制ではなく誘導することによりボトムアップ

的に望ましい都市構造を実現する政策について、合成人口

データに基づく AI シミュレーションモデルを用いて検証

する。 

 

２．都市モデル 

 対象とする地方都市の合成人口データに基づき、各世帯

や就業就学先、商業施設や公共サービス施設等をマッピン

グした都市モデルを構築する。そして、通勤通学や購買行

動、転居などを自律的に行う住民エージェントを都市モデ

ルに合成し、長期に渡る都市動態変化を再現可能な都市動

態モデルを構築する。世帯構成復元手法による合成人口デ

ータは、公開されている複数の統計データ（国勢調査、人

口動態、職業、産業別集計など）に適合するように人口デ

ータを復元する手法であり、計算機上で再現したデータ集

合(復元データ)の誤差を目的関数とし、SA法を用いて最適

図 5 人口分布図 
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化している1)。これらに基づき生成された復元人口データ

を使用して、長野県軽井沢市および新潟県妙高市を対象に

都市モデルを構築した2)。 

この復元人口データには、世帯とその構成員の所在地の

緯度経度、性別、年齢、雇用形態、産業分類、企業規模な

どが含まれている。これらを用いて、対象となる町の人口

分布を表現したものが図1である。地名や地形、道路によ

る接続、学区割などを考慮した上で、図のように町を9つ

のゾーンに分割している。中央付近を地方鉄道が横切り、

それに沿うように住宅地が分布しているほか、別荘地が点

在している。町内にはその地方鉄道の 3 つの駅が存在し、

これらの駅を向かって左側から西駅、中部駅、東駅と呼ぶ。

庁舎、学校、病院といった公共機能は中央駅および東駅付

近に集中している。地方鉄道と幹線鉄道とが連絡する東駅

付近は遊歩道や商店街、宿泊施設、ショッピングモール等

が豊富に整備され、多数の観光客が訪れる。 

復元人口データ上の総人口は約17,000人だが、計算能力

を考慮し、モデルでは約1/5に縮約した。ただし、世代構

成や世帯数、ゾーンごとの人口などの比率は実人口構成と

同等になるように設定した。モデルの世帯構成を、表1に

示す。 

 

３．研究結果 

 コロナ感染症や気候変動による自然災害などの社会リ

スクによりダメージを受けている観光都市を対象に調査

を実施した。その中で、観光都市の感染症対策に着目し、

オンラインでの調査を実施した。その結果、団体旅行と少

人数旅行での感染予防策に迷いがあることなどが明らか

となり、これらを解決するような都市デザインが求められ

ていることが判明したため、詳細な世帯構成データと労働

人口データに基づいた人口動態モデルを構築した。現地は

人気の高い観光地であり、「卸売業,小売業」、「宿泊業,飲食

サービス業」、「生活関連サービス業,娯楽業」への従事者の

割合が46%と全体の半数近くを占める。これを反映し、実

際に接客にあたる労働者をその半分強の25%と設定した。

これらの接客業の従業員は、観光客との接触が考慮される。

接客業のうち地元商店と観光スポットはモデル平面上の

西部、中部、東部駅それぞれの付近に配置され、それらの

従業員は近接するゾーンに居住するとした。ショッピング

モール、宿泊施設、ナイトスポットは東部駅の付近に配置

されるが、従業員は町の全域に居住するとした。 

このモデルに対して、感染した観光客が利用する可能性

のある接客業をはじめとする、地域全体に対する感染予

防・抑制策のシミュレーションシナリオを設定する3)。シ

ナリオ B0 は、全接客業が観光客を受け入れず感染流入な

し、ただし初期状態として住民の1名が感染している。シ

ナリオB1 は、全接客業が観光客を受け入れ、毎週1名の

感染者が流入する。シナリオS1は,接客業従業員の観光客

との接触を50%に抑制、シナリオS2は,いわゆる夜の繁華

表 3 モデルの人口構成 

図 6 観光地の施設配置 
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街を自粛,シナリオ S3 は,接客業従業員の観光客との接触

を25%に抑制、シナリオS4は、接客業従業員の観光客との

接触を25%に抑制+夜の繁華街を自粛+陽性確認感染者を宿

泊療養施設へ隔離する。 

シナリオ S5〜S10 は、接客業従業員の観光客との接触を

25%に抑制+従業員向けの定期的 PCR 検査を実施+陽性確認

感染者を宿泊療養施設へ隔離する。シナリオS11〜S14は、

接客業従業員の観光客との接触を 25%に抑制+濃厚接触者

の前方追跡（1回または2回）とPCR検査を実施+陽性確認

感染者を宿泊療養施設へ隔離する。ここで、濃厚接触者の

前方追跡１回は、さらなる感染拡大の阻止を目的とした、

陽性確認感染者の感染以降の濃厚接触者に対する、接触ア

プリCOCOAなどによる追跡検査であり、前方追跡2回は前

方追跡検査で確認された陽性確認感染者の、感染以降の濃

厚接触者に対する更なる追跡検査である。追跡率は濃厚接

触者や感染源の発見率と定義した。 

シナリオ S15〜S16 は、接客業従業員の観光客との接触を

25%に抑制+濃厚接触者の前・後方追跡と PCR 検査を実施+

陽性確認感染者を宿泊療養施設へ隔離する。ここで、濃厚

接触者の後方追跡は、感染源特定を目的とした、陽性確認

感染者の感染以前の濃厚接触者に対する追跡検査である。 

４．観光都市の感染抑制策 

各シミュレーションシナリオ(4を 100 回実行し、主とし

て医療的資源への影響が大きい重症入院感染者数のピー

クの中央値によって感染予防・抑制策を評価した結果を図

3に示す。モデル実行の結果、リスクの低い観光客対策が

抽出され、持続可能な賑わい創出施策立案の基礎データ取

得につながった。 

 

６．高層住宅の課題調査 

 豊中市を対象として、タワーマンションに代表される高

層住宅の課題と、周辺地域に広がる低層住宅の課題の現地

調査を行った。千里中央駅周辺の調査から、駅前の高層住

宅設置が、駅周辺の賑わいを創出している様子はなく、む

しろ駅と直結した高層住宅によって、人の流れは周囲の町

並みとは隔絶している状況が観察された。 

7．まとめ 

新型コロナ感染症の影響を受け対象都市の調査が大幅に

制限される中で、感染リスクを考慮した地方観光都市のモ

デル化や，郊外への転居が進む大都市圏郊外都市の持続可

能性などに取り組むことで、新たな都市政策の課題発見に

つながった。当初想定していた賑わい創出に関しても、感

染リスクや災害リスクなどを考慮する必要性が浮かび上

がり、これらを考慮した調査とモデル作成が必須となった。

後半では、徐々に現地調査を再開することができ、高層住

宅モデルの基礎データの収集と分析が進んだ。 

また、さまざまな社会リスク（感染症，自然災害，高齢化，

人口減少など）を考慮しつつ賑わいが醸成するコンパクト

でレジリエントな都市設計モデルへ拡張する基礎ができ

た。今後は、人が集中するような賑わいを中心としたコン

パクトシティ政策に留まらず、リスクの高い従来型の観光

や団体旅行の減少や災害リスクなど、地方都市で特有のさ

まざまな社会リスクを考慮した都市動態のモデル化と政

策立案が重要となる。これらの新たな課題を組み入れた当

該研究の継続は、持続可能でリスクの低いコンパクトシテ

ィの実現に向けた政策立案のために、必要かつ重要である

と考えている。 
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